
地方公企業の経営改革

一青森県を中心として-

藤田正一*

本稿i立、主として、地方公企業の共通的経営改革事項や、地方公企業の設立・経営活動に対する降の基本的指針の

確立や、地方公企業経営に関する県の総合鵠整機能とフォローアップ機能の確立について考察することをとおして、

日本の地方公企業経鷺改革の方向性・諸捷策究明の思掛かりとすることを目的とした論文である。

1 .はじめに

地方財政ならびに地方公企業を取り巻く厳しい

状沈を拝関する方策のーっとして、青森見は平成

8年5丹10日に青森謀が係わる公企業の経営改革

を実効的に検討する機関として「青森県公社等経

(以下、対策委員会)を設置した。

本積{之、対策委員会による青森県公社等経営改

革検討作業を整理-考察することを中心にして、

日本の地方公企業経営改革の方向性・諸路策究明

の足掛かりとすることを目的とする G

宜.経堂改革検討対象公社等法人

会辻、その設置当初において、①県が

50%以上出資しており、経営状況の調査、改善指

導を行うことが連当と考えられ、県職員の休職派

遣が認められている法人と、②県の出資が25%以

上で50%未満であり、知事または副知事等の県の

行政トップ属が当該法人の経営トップに形式上、

就在しており、地方自治法上、県の監査委員によ

る出納監査の対象となっている法人を経営改革検

討対象法人として予定していた。しかし、対策委

員会は、実効性のある各法人の経営改革を平成9

年農の青森県予算編成{平成8年12月上骨頃)ま
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でに県知事に提言しなければならないという時間

的制約のため、前述の①と②の範閣の法人のすべ

てを詳細に検討することが難しいとの判隣から、

告と②の範閤の各法人及び県所管関係部島からあ

らかじめ提出されていた経営資料と、これら

料に基づいて青森県庁総務部行政特別対菜室(以

下、行特)が毎年度作成している業務報告書を調

して、社会的彩響が大きく、かつ累積赤字に苦

しんでいる法人や、経営上問題があると見なされ

る法人を経営改革検討対象法人とし

したがって、対策委員会が平成8年度に経営改

革検討対象とした法人は、以下の17法人となっ

た。

@公社等法人

1.青寡県生宅供給公社

2.罫団法人 青森県中小企業振興公社

3.社団法人 青森果肉荊宇開発公社

4.青森県土地開発公社

5.肘団法人 青森県造林公社(現在は

森振興会社J)

6.社団法人 青森県農村開発公社

7.青森黒道路会社

ふ社会福祉法人青森県社会福祉事業団

9.財団法人 青森県栽培換業公社

10.財団法人

11.財団法人 ポーツ振興事業団
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公社等以外の県出資等法人

1 .八戸臨海鉄道株式会社

2.社団法人

3.財毘法人 青森テクノポリス開発機構

4.社語法人青課県栽培漁業振興協会

5.背森ウォーターフ口ント開発株式会社

6.株式会社 人戸インテワジェントプラザ

m.経営改革検討対象法人に対する調査・
分析・評価・検討の基本的視点

は、

革に対する調査・分析・評価・

として、以下の5項自を柱としたむ

(1) 設立当初の吾的と

この項目の意味は、経営目的、経営環境等につ

いて当該法人が設立された当初と現在をよと較した

大きな変イヒ・差異があるか否か。もし、あ

るとするならば、その理由とそれを克服するため

にどのような経営努力をしているかということで

ある G

(2) に関すること

各法人は経営E諜を し、

.中期・

を遂行しているか否かョたとえば、経

目標や経営計額に基づいて経営話動をしている

場合、経営合理化政葉、マーケティング政策、科

目標設定、生産性肉上政業等の経営改革に

をどのように経営日る具体的

計画]の中 を実施しているか

ということであるc

(3) 経営財務に関すること

」の項自の意味は、講造的、累積的な赤字があ

るか否かs ある場合の原躍は何か。その原因を取

り除いて経営を健全にするためにどのよう

政築を講じてきたかということである。

(4) 経営責任者としての意見・要望に関するこ

ル

この項目の意味は、経営責任者として、

人における現悲の課題ないし克躍しがたい問題は

荊か。もし、有るとして県当潟
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訴えたいことはイ可かと

いうことである G

各法人ごとの特殊事情に花、じた経営改革対

策に関すること

この項目の意味は、各法人の設立背景はそれぞ

れ異なり、多種多様であり、

で一般的

その特森

対策を

を余儀なくされているので、

に対してどのような経営改革

ことによって、経営の健全先に努め

ているかということである

N.経営改革検討対象法人に対する

異体的経営改革検討方法

会は、各法人の経営実態に基づいた経

を効率的、効果的、具体的に検討するため

に、議述の自でのちつの基本的視点を踏まえつつ、

以下のような方法を用い

(1) 基本的規点と各種資料に基づくヒアリング

会l土、各誌人や!票所管関罷部局からあ

ちかじめ提出されていた資料と、行特の作成によ

る各法人の業務報告書を参考にして、前述の田で

の5つの基本的提点を中心として各法人ごとにヒ

アリングをした1)

山県所管関係部局等出席でのヒアワング

各法人からのとアリングを実効的なものとする

ために各法人だけでなく、直接的に当該法人を所

管する部時と間接的に当該法人に関与する総務部

財政課・人事諜等に出席を求めて各法人ごとにヒ

アワング

(3) 

うことにした。

7名と経営改革検許対象17法人をそれ

ぞれ2珪に分けてのヒアリング

効果的・効率的なとアリングをするため、対策

会?名の委員と経営改革検討対象17法人を l

班(委員 3名、対象法人9法人)と 2斑(委員 4

名、対象法人8法人)に分けてヒアリングを行う

ことにした。

(引木目績かいヒアリング

ヒアリングを実熱的なものとするため、以下の

ような木目細かいヒアワングを行うことにし

各委員会は、 5つの基本的視点を中やとし
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て、できる摂り関連する項目のところでヒア 人犠県所管関孫部局-各委員への連絡等の菌難な

リングを行うこととするが、委員各自

意識、関心、疑問等に応じて自由に質問・

をし、必要な場合に;まより詳細な説明・意

見・安料提供等を求めることができることと

した。

自に対しての回答内容を確認し

で、次の質問項呂に移ることとした。

e とアリングの最後に再攻、各質問項目に対
しての回答内容を再薙認することにし

③ 当該法人の設立当初の目的と現在の事業自

的が大きく変更していたり、大幅な

を抱え込むようになったり、経営改革に対し

ての取り組みが甘いと見なされる法人につい

ては、経営攻革に対する資料を再変提出して

いただき、その上で再度とアリングをするこ

ととし

(日必要に町、じた現地調査

からのヒアリングだけでは、当該法人の業務内容

を含めた経営実態をよく理解できない場合や、役

職員の経営改革への取り組みやそうールについて

をすることが必要であると対策委員

会の庶務業務を行特に担当していただく

ことにし

かくして、対策委員会はよ記の7つの具体的経

営改革検討方法を駆使することによって、経営改

革検討対象17法人を中心とする県出資の各法人が

百的であるそれぞれの一定の公共目的を

効率的、効果的に達成できるように、

した。

V.各経営改革檎討対象法人に一般的に

共通する問題点

各経営改革按討対象法人に対す

るとアリングや現地調査をとおして各経営改革検

討対象法人に係わる経営改革について検討してい

る過桂で、程度の差こそあれ、一般的に各経営改

革検討対象法人に共通している として、以

下のよう るということを認識せざるを

えなくなった。

川 各法人の設立時点の楽観的経営計画

この車工藤は、各法人を設立する捺に、各法人設

平日新し 会は実施する 立関係者が将来的なリスク管理等を考慮すること

ことにしたo

W ヒアリング・現地調査後の

とアリングや現地調査後、でき

るだけ速やかに各委員の考え(必要に応じては各

アリングや現地調査後に作成したレポー

ト)と各法人からあらかじめ提出されていた資料

を突き合わせながら、各法人の経営実態をさらに

調査ー分析・評倍して、各法人ごとの経営改革の

方向性と具現諸施策をまとめるように検討・

することにし

別行特による対策委員会の庶務業務担当

対策委員会の任務が円増に遂行し、ひいては各

法人の経営改革が県民の経済生活にさらに資する

ように、対策委員会・ヒアリング・現地調査の日

桂調整や各法人への資料請求・査収手続や対築委

員会・ヒアリング・現地調査の記銭・整理や各法
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なく、極めて来観的な経営計画の予測の下で設立

しているがゆえに、赤字経営に諮りやすい点に問

題があるということである O

(2) 官罪的経営姿勢

この事項は、各法人が合理的、効率的、効果的

な経営活動の実諸によって県民の経済生活の向上

るとv'う実効的な経営姿勢ではなく、しゅ冶

に合法的に当該法人を運営していくべきかという

ことに重点を撞く官僚的な経営姿勢であることに

問題があるということである O

(3) 独立採葬制欠如の経営姿勢

この事墳は、各法人の経営活動において独立掠

算制という経営姿勢が樫めて弱く、

体からの補助金等の資金援助を前提とした経営姿

勢であることに問題があるということである O

(4) 実効性の乏しい経営計麗と

この事項は、役職員とも黒等の公共団体からの
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派遣が多いため、実効性の乏しい経営計画を策定 変更してまでも維持しようとするところ

しがちであり、また、そのような経営計画に基づ あるということである G

く経営活動にも事勿れ主義で臨む傾向があるの

で、経営計画や経営活動に対しての責任が欠類す

るようになって、経営活動が低迷するようになり、

結局は県等の公共団体からの撞助金等の資金援助

に頼る鎮向が強くなることに問題があるというこ

とである O

経営龍力と無関係

人事

百.接経営改革検討対象法人の共通的

経営改革事項

前述のV.にホされたよう会各経営検討対象法

人記一般的に共通する問題点を克践し、各法人が

自らの設立自的の実現を目指して青森県らしさを

出した活力ある地域社会の講築に資するには、以
、，
、- 永年、地方行政等で活謹し、人格 下のような共通的経営改革事項

的にも優れているが、公社等法人経営に適任でな

い人が各法人の実質的経営者暑として就在してい

るという「天下り的人事jがかなり多いことに問

題があるということである O

(6) 役犠員の低いコスト

この事項は、役職員とも県等の公共毘捧からの

派遣が多いがゆえに、 f行政サーピスのため

算消化jというそれまでの職場経験に基づいて当

該法人の経営活動を遂行していくという績向が強

いため、「費用対効果Jという経営黒土が当該法
人に醸成されない傾向があり、各法人の役職員と

も経営活動に対するコスト意識が低いということ

に問題があるということである。

(7) インセンテイブが機能しない経営組織

この事項は、現在、フ。ロパ…職員から

の登用がみられず、県等の公共団体から

間派遣職員が中間管理者となっていることなどに

より、インセンテイブが機能する経営組織が醸成

されない経営環境であることに問題があるという

ことである C

(8) 各法人の経営継続維持自守

この事項は、設立当初の社会経済環境と現在の

社会経済環境が著しく異なってきたこと等にとも

ない、設立当初の目的が十分に達成され、現在で

は当該訟人の役割が終えたと客観的に暫新された

場合や、また、当該法人の一部の事業がその役割

を現在ではま冬えたと客観的に判新された場合で

も、このような既設の法人は従前のままの経営組

識をあらゆる手段を講じて、たとえば、

の経営目的{経営事業分野を含む)を無理矢理に
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取り組んでいくことが是非とも£、要であるという

ことを、対葉委員会は県知事に提言すると開時に

各法人に進言し

(1) 公社等法人の統廃合・縮小

設立目的や事業内容が橿めて類似している

公社等法人が存在する場合、事業詩的を口

コストで更に効果的に速成するために合併・

を検討すること O

@ 設立目的が十分に達成され、現在ではさき該

法人の役割が繋えたと客観的に判断される

合や、 一部の事業がその役割

産では終えたと客観的に判断される場合、当

該法人の壌止・縮小を実効性をもって検討す

ること O

設立当初の社会経涜環境と現在の社会経済

環境が著しく異なってきたこと等にともな

い、将来的に設立当初の目的を遂行していく

ことがすべての顕から不可能であると客観的

に判断された場合、速やかに鹿止を検討する

こと O

さき該法人の事業活動の期誤を設定でき

当該法人事業活動の始期・ま冬ア期をあら

かじめ設定し、設立目的が達成された段階で

確実に当該法人の改携が行われるように被討

すること O

設立目的が変更になった場会、当該法人組

織の改震の検討を行うこと O

⑤全社等法人の統察合・縮小にさいして辻、

職員の処遇について適切な対応がなされるこ

とG



出経営計聞に基づく経営活動の遂行

① 中・長期経営計画に碁づく経営活動の遂行
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る経営組織を講築していくということであ

この事項の意菌するところは、 とも

の公共団体からの派遣が多いがゆえに実効性の乏

しい経堂計画に基づく経営活動になりがちであっ

たことを改革するため、当該法人が経営活動の或

として実現すべき経営目標を具体的に達成する

ための経営計画を、黒氏の経済生活向上;こ資する

ように中・長期的視野から策定して、経営活動を

遂行していくということであるc

鎧期経営計器iこ基づく経営活動の遂行

この事項の意図するところは、円滑な中・長期

経営計商に基づく当該法人の事業展開が、県民の

経済生活の向上にさらに資するように、短年度ご

との重点遂行事項を計語的、統一的、合理的、効

に策定し、経営活動を遂行していくというこ

とである G

③経営計画の適時・的確な見藍し

この事墳の意図するところは、現在のよう

法人を取り巻く社会経済環境の変化が激しい時代

においては、そのような環境の中での経営活動を

に点検・分析し、長期・中期・穀類経営計

画の適時・的確な見直しを一貫性をもって調整し

ながら実施して、必要に応仁た諺正措置を講じな

がら経営活動を遂行していくということである。

経営基本理念に基づく経営活動

この事項の意到するところは、当該法人の社会

的意義や経営有動指針についての告念や価値観等

が急合された経営理念を当該法人の組議講成員が

自然な形で醸成し、共存し、その経営理念を脊紫

として経営活動を遂行していくということであ

るむ

(4) 役職員の適正化とインセンテイブが機能す

る経営組織

この事現わ意留するところは、役員の「天下り

的人事jや県等からの一時休職派遣議員による

「事切れ主義j等をなくして、各法人が必要最小

限の少数精鋭の員数経常によって、

経営鍍金化・経営活性化が達成されるように、人

格部にも経営能力的にも護秀なブ。口パー職員から

管理職への道が開かれる等のインセンテイブが機

るO

(5) 給

@適正な給与体系

この事項の意図するところは、近い将来におい

て、各法人の給与体系が役駿員留々人の業績に基

づいた給与体系となるように研究していくことと

し、まず、県からの派遣毒薬員に特別に措置されて

いる l号給上金の給与支給を境止して、適正な結

与体系にするということである 9

退職給与引当金制度の確立

この事項の意図するところは、経営組織講成員

が職場において、将来的に展望をもちながら安定

して業務潜行に専念できるように、各法人は退職

給与引当金制度を確立しなければならないという

ことであるs

(6) 事業経営

①収支均荷性と技益性の追求

この事現の意図するところは、各法人邑ら

営活動にともなう費用を自らの収益で賄うという

技支均持者性を最小摂維持し、さらに、県民経済の

にr.とをじた拡大再生意の財源を自力で獲得する

という収益設を追求していくということであるs

②補助金に安易に依帯しない経営活動

この事項の意国するところは、補助金に安易に

徒存することなく、補助金のあり方、捜し

ついて一暑の見催しを行って経営活動をしていく

ということであるむ

③経営規模に相当する基本財産

この事項の意図するところは、各法人の経営鍵

全化を促進するため、基本財護等の額が現在の事

業経営内容、経営規模に相当するか否かの見直し

を行い、拡大または縮小の必要性について検討し

ていくということである

(7) CI (コーポレ…ト・アイデンティティ)

の推進

この事項の意関するところは、当該法人が経営

理念・経営自壊・事業内郡等の全葎{象の社会的認

知を確立していくことによって、組織構成員の当

該法人に対する帰属意識を高揚させ、当該法人の

活性化を留っていくということであるD
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ゆ)各法人間の連絡・

この事項の意図するところは、各法人間におい

て、各法人が相互に協力して問題解決にあたるた

めの組織体制の整舗を行うことが必要で、あるとい

公議事業研究第52巻第3号

った。たとえば、国の特民法制定にともなう公社

県が本当に必要とするか否かを県統一の

基本指針に基づき客観的に十分に調査-分析・

うことである O

各法人の経営'情報開示
w 

'- るところは、各法人の事業概

に関しての経営情報開示をとおし」要

て、各法人の社会的意義を県民に理解していただ

くと同時に各法人の経営活動が県民の経済生活の

向上に一種資するように、各法人の経営実態の透

明化と経営活性化に努めていくということであ

るO また、

を簡i蒙

にさいしては、

るなど、緊民にわかりやすい方法

を京り入れるほか、マスコミにそれら

f共するなど広報媒体の積極的活用を菌っていくと

いうことである c

羽.公社等法人の新設や経営活難iこ対する

票の基本指針の謹立

各法人の経営活動が県民の経済生活の向上や産

業銀興や地域活性{とに真に資するためには、

会のこれまでの各経営改革検討対象法人に対

する経営改革事項を各法人が真撃に取り組んでい

くだけでなく、公社等法人の新設や経営活動に対

する黒の基本指針を確立することも必要であると

いうことを対策委員会は指擁すると同時に

本指軒。〉内容について考察し、

た。

(1 ) 公社等法人の新設に対する

確立

、県民の経済生活の向上や産業振興や地域

活性化を図るため、限られた財源、の持内で、一定

の法的手続きを経て、実に多種多禄な公社等法人

をこれまで設立してきた。

しかし、これまで多くの公社等法人が一定の法

的手続きによって設立されてきたとはいえ、公社

にさいしての県統一の基本指針が確

立されていないがゆえに、県民の大多数によって

された基本指針に基つeいて設立されてこなか

価し るというのではなく、

や行政側(政晴・

の

ず動

き出し、そ

し

させることを前提と

となって作或したそれぞ、れ

をベースとして、一般的に各公社等法人の

大部分が設立されてきた。したがって、

将来的予測に毘し、結果として、現在、

iこ賄っている例が多い。

それゆえ、新しい公社等法人を設立するにさい

しては、所管部局の作成した

を決定していくという制境的欠臨を是正し、 f公

社等法人設立上の県統一の基本指針jを

の下に確立し、このような基本指針に基づいて

立を決定していくべきであるとし寸結論に対策委

員会は達し、以下のような事項を公社等法人新設

として指摘し、県知事に提設した。

念公社等法人の新設が、その事業自的、業務

の性格、事業内容等に議長みて県民にとって利

益となることが客観的に推溺されることc

② 既設の公社等法人の事業の拡充や民間への

よっては連成できなく、真に新設の必

要性があること G

事業の長期的霊要、訳文見込み、

等に関して十分に検註され、持来的に経営健

全化が課!筆されうること

-出資の額やその割合が経営競模や関

謀者間で適切であること G

の構成や経営内部組織な

枠制が適切であることの

(2) 公社等法人の経営活動に対する

針の確立

設立後の公社等法人の経営が定期的に十分に当

該法人及び県から見直しされないまま年数が経過

したことによって、経営組織や経営仔動が頭車化、

官療化するようになり、その結果とし

が悪化するようになり、設立当初の目的の遂行や

となっている例が多1，，'0

それゆえ、そのような法人ぷ対してのこれまで
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策を成功裡に導くには、

局の所管下の公社等法人だけでなく、

ら関係する部局・公社等法人とも密接

の県の経営監査放置的

陥を是正すべきであるということを、

は県知事に提言した。具体的に

立当初目的、経営理念、

役職員の適正化、

ズ等を考産して

期・中期・翠期詰営計酒を

撞過程で適時・的確

していくということや、

しているよう

からの議しし

られること等を基本とする

県統ーの基本指針jを

して

それらの政策を遂行していかなければならない

とは言うまでもないことである O

したがって、各部局等の機関が密接な連携を図

ることによってそれらの政策をより

らしめるために、各機関の役割分担等を

する「会議体jを設置するとともにそ

円滑に機能するように

題について専門的かっ総合的規点から

整を行う責をと権限の明薙会る枠制

れをベースとして

動していく方舟性を

とを、対策委員

し、そ とが必要で為るということ会、

事に提言したむ

るというこ (2) フォ Eーアッ

した。 社等経営委員会の設費

Vill.公社等法人経常に関する県行政の総合調

整機能とフォローアップ機能の確立

対策委員会は、

の経済生活の

真に資するため

の「公

針の確立jだけでなく、

きこととして、前述

る基本指

各公社等法人の経営について、県が総合調整を

するに当たり、民間からの視点を反映させるとと

もに、各公社等法人の長期・

の達成状況の評価、

する提言、その提言に対してブオ口

行うアメリカ合衆国

有識者等で構成する

県公社等経営委員会jを

に対

アップ等を

ような

としての

ることを、対

に関する 策委員会は県知事に提言し

県行政の総合調整機能とブオローアップ機能を確

立することも必要であることを指擁すると同時に

その内容について考察し、県知事に提言した。

;
 

ーム
，r
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2
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E仁むすびにかえて

これまで、本稿ιおいて、主として
機誌の確立 革検討対象法人の共通的経営改革事項jや「公社

、経 等法人の設立や経営活動

書jり行政組織的に所管の各部埼等によって髄々に 確立jや

なされている会人

県は横新的

との閉

が見受けられる O

例えば、

済政策ゃある

県の担当部局とそ

入がそれらの政策を

れた予算

をしていない商

にある経

る場合、一般的に

にある公社等法

調整機詑とフォローアッ

論述してきた。

iこついて

ともいえる

特殊法人改革が村山内閣の下で、平成 7 (1995) 

年2月に決定された。しかし、政府は財政赤字の

拡大を食し

化に対応し

ズの変

しを行い経済

している O しかし、限ら 活性化を促進させていく必要があるにもかかわら

してそれらの政 ず、バブル崩壊後の経済不況克服を最優先とした

円
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経済政策を遂行しているがゆえに、今だに特殊法 一定の年月の後にはじめて正樺じ評輔される

入経営改革に実質的に踏み込め会い状況である O のものである告

しかし、青森県の場合、留の特殊法人改革に対 それゆえに、県や各公社等法人が経堂情報需示

しての先送りとは異なり、平成7年11月30日の青 にさらに努めることと、県民が「黒Jや[各公社
森罪行政改革大綱に基づき公社等法人の見車し機 等法人Jや「経営委員会Jの公社等法人経営改革
関として平成8年5丹10日 判

C

会の提言{本稿の内容)が、平成

9年境以降の県行政に少しずつ生かされている。

たとえば、各公社等法人が実効性のある長・

中・短期経営計画に基づいて薙実に経営活動を

に対する取与組み方等について、あらゆる機会を

とらえて大きな関心をもち、是正すべきことを建

設的、かつ、積壊的に主張してくれることを望む

ものであるつなぜなら、このような建設的・

的な県民の公社等法人経営改革に対する参加が、

、公社等法人に正しい経営行するようになったし、また、公社等法人の設立 より

るからである Gおよび経営についての f青都県の設立に採わる公

社等の設立・運営に鋲わる基本指針jの策定や、

票行政と合社等法人との総合調整を行う機関とし

ての「青森県公社等総合課整会議jの設置や、公

社等経営改革への提言及びその提言実施等に対し

てのフォロ…アップを行う「青森県公社等経営委

員会J (以降、経営委員会)の設寵が、速やか

して平成9年度から県行政に取り入れられ

機詑している 5 さらに具現化されたことは、

を衣替えした経営委員会が平成9年度に提

した日開青森県栽培漁業公社jと[附青森県栽

培漁業振興協会Jの統合が平成13年11月i日から
口祐脊森県栽堵漁業振興協会jとして実現するこ

とになったし、平成10年度に提言した

中小企業蝦興公社」と日朝青森テクノポリス開発

機講jと i(賠あおもち斜造的企業支援財団J3) と

の統合が平成12年4月l日iこ「働あおもり

合支援センターjとして実現した。

このように、対策委員会や経営委員会の謎言が

少しずつ実擁されていることに対し、対策委員会

の委員の一人として係わった者として、また、現

の一人として保わっている

者として、提言内容が法義的視野から

とってプラスになっているのかという規点で深躍

した場合、その責在の重さをひしひしと感じざる

をえない。

言うまでもなく、このような提言による実施の

結果は、ただちに評錨されるものではなく、ある

くれ

i主

1) I社司法人青森県栽若換業公社jと「前部法人青
森県栽培讃業振興協会」の場合には、?支鞍員と業務・

作業施設も向…であることから開法人を7諸にして、

ヒアリングや経営改革検討等を行うことにした。

2 )青森県公社等経営委員会i之、常森県会社等経営対策委

員会を拡充・発援させた委員会であり、平成9年度に

設置された。対策委員会は 7名で構成されていたが、

経営改革検討対象法人を拡大し、各法人の経営改革に

ついてさらに詳縮に綾討する必要性から経営委員会は

15名から構成され、委員15名を 5薩に分けて、平成9

琴震から子成11年度まで検討対象31法人の経営改革に

ついて検討した Q 引き統いて、経営委員会は平成立年

度と平成13年震において、検討対象31法人の経営改革

についてフォローアップすることになり、現在この作

業を進めている。

出掛あおもり創端的企業支按財団は、平成8年度の対築

委員会の経営改革検討対象法人で、なかったが、平或10

年度に経営委員会の経営改革検討対象法人となった。
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